
平成１７年（行ケ）第１０４７２号　審決取消請求事件
平成１７年１２月２２日判決言渡，平成１７年１１月１日口頭弁論終結

　　　　　判　　　　決
　原　告　株式会社プリントワン
　訴訟代理人弁護士　吉武賢次，宮嶋学，弁理士　矢崎和彦，小泉勝義
　訴訟復代理人弁護士　髙田泰彦
　被　告　株式会社落合商事
　訴訟代理人弁理士　浜田廣士
　訴訟復代理人弁護士　尾関孝彰　

　　　　　主　　　　文
　　原告の請求を棄却する。
　　訴訟費用は，原告の負担とする。

　　　　　事実及び理由
（本判決においては，審決や書証等の記載を引用する場合も含め，公用文の用字用
語例に従って表記を変えた部分がある。）

第１　原告の求めた裁判
　「特許庁が取消２００３－３１３９９号事件について平成１７年４月４日にした
審決を取り消す。」との判決。

第２　事案の概要
　本件は，原告が，被告を商標権者とする後記登録商標につき，少なくとも本件審
判請求日前３年以内に国内において使用していないとして，商標法５０条１項の規
定に基づき取消しを求めたところ，特許庁は，本件審判の請求は成り立たないとの
審決をしたため，原告が同審決の取消しを求めた事案である。
　１　特許庁における手続の経緯
  (1)　本件商標
　商標権者：被告（株式会社落合商事）
　本件商標：「産業と経済」（各文字は縁取りがされている。）の文字を横書きし
てなるもの。
　指定商品：第２６類「雑誌，新聞」
　登録出願日：昭和６０年１０月７日
　設定登録日：昭和６３年２月２２日
　更新登録日：平成１０年３月２４日
　登録番号：第２０２１６１２号
　(2)　本件手続
　審判請求日：平成１５年１０月１６日（取消２００３－３１３９９号）
　審決日：平成１７年４月４日
　審決の結論：「本件審判の請求は，成り立たない。」
　審決謄本送達日：平成１７年４月１４日（原告に対し）
　２　審決の理由の要旨
  審決は，以下のとおり，本件商標は，請求人（原告）が商標権者である被請求人
（被告）から使用許諾を得て使用しているのであるから，本件商標登録を商標法５
０条１項に基づいて取り消すことはできないと判断した。
　「被請求人提出に係る乙２の２（東京地裁平成１６年（ワ）第６５８６号事件の
訴状の写し（本訴甲２の２頁目以下））中の甲５（商標権等譲渡契約書）によれ
ば，本件商標は，雑誌コード使用権等と共に平成１２年３月１１日付けで被請求人
より請求人に対して譲渡されている事実が認められる。 
　そして，請求人はその後，被請求人の契約履行の催告書（乙１２の１ないし７
（本訴甲３の１ないし７），平成１２年６月９日～平成１５年５月３０日）に対し
て，被請求人に対する譲渡対価費用債権を請求人に対し有していることを認めてい
る状況にある（乙１３の１ないし４（本訴甲４の１ないし４），平成１２年１２月
１５日～同１５年６月２７日）。 
　また，本件商標を付した雑誌「産業と経済」が，昭和３１年より現在まで被請求
人及び請求人により継続して発行されている事実は，当該雑誌に付された通巻番号



等により推認し得るものである。 
　そうとすれば，両者間の本件商標の譲渡による商標権の移転登録が完了するまで
は，被請求人と請求人の関係は，商標権者と使用権者の関係にあるものとみるのが
相当である。 
　してみれば，本件商標は本件審判請求の予告登録前３年以内に日本国内におい
て，取消請求に係る指定商品中の「雑誌」について，本件商標の使用権者というべ
き請求人によって使用されていたものといわなければならない。 
　したがって，本件商標についての登録は，商標法５０条の規定により取り消すべ
き限りでない。」 

第３　原告の主張の要点
  本件においては，被告自身が，本件商標を，本件審判請求の予告登録前３年以内
に日本国内において，指定商品中の「雑誌」に使用していないことに争いはないか
ら，原告による本件商標の使用が，被告による使用と評価できるか否かが争点であ
る。
　被告（当時の商号「株式会社産業と経済」）は，設立時の昭和３１年から雑誌
「産業と経済」（月刊）を発行し，また昭和６０年から雑誌「産業と経済」の臨時
増刊の雑誌「オール株価チャンス」（季刊）を発行していた。しかしながら，被告
は，平成１２年初頭に経営破綻の状態に陥ったため，同年３月ころ，原告は被告か
ら雑誌「産業と経済」及び「オール株価チャンス」の出版事業につき，本件商標権
も含めて営業譲渡を受け，その対価として被告の債務（合計約７００万円）を引き
受け，これを弁済した。その後，原告の努力によって上記出版事業の経営は徐々に
立ち直っていったが，緊急を要する事項を優先的に行った結果，本件商標について
の商標権移転登録申請手続はなされなかった。
　このように，本件商標権は，平成１２年３月ころ，被告から原告に移転してお
り，原告による本件商標の使用は，あくまで原告が実質的に有する商標権に基づく
ものであって，被告からの使用許諾に基づくものではない。実質的にも，雑誌を発
行する能力も実体もない被告に本件商標権を帰属させるのは不当である。よって，
原告が被告から使用許諾を得て本件商標を使用しているとの審決の認定判断は誤り
である。

第４　被告の主張の要点
　本件商標権の譲渡契約の内容や効力については原被告間に争いがあるが，原告に
よる本件商標の使用が被告による同商標の使用を引き継いだものであることは原告
も認めている。原告による雑誌「産業と経済」の発行は，被告の協力の下で行われ
たものであり，原告による本件商標の使用を被告は当然に許諾していた。そもそ
も，商標法上，商標権移転登録をしない限り商標権譲渡の効力は発生しないのであ
るから，仮に被告から原告への営業譲渡が有効であり，実質的に商標権が移転して
いたとしても，商標権移転登録が完了するまでは譲渡人が商標権者であり，譲受人
である原告は被告の使用許諾に基づいて使用していると解するほかない。したがっ
て，審決の判断に誤りはない。

第５　当裁判所の判断
　商標法５０条１項は，「継続して３年以上日本国内において商標権者，専用使用
権者又は通常使用権者のいずれもが各指定商品…についての登録商標…の使用をし
ていないときは，何人も，その指定商品…に係る商標登録を取り消すことについて
審判を請求することができる。」と規定している。本件の争点は，原告が本件商標
権の通常使用権者といえるかどうかである。
　本件では，(1)被告が雑誌「産業と経済」（月刊）等を昭和３１年ころから発行し
ていたこと，(2)平成１２年３月ころ，被告は，本件商標権も含め，同雑誌等の出版
事業を原告に営業譲渡したこと，(3)その後，原告が本件商標を使用して同雑誌等の
発行を継続し，被告はこれに異議を述べていないこと，(4)被告から原告への商標権
移転登録はなされていないことの各事実については当事者間に争いがない。
  原告は，本件商標権の実質的な権利者は原告であると主張するが，相続その他一
般承継の場合を除き，商標権の移転は登録しなければその効力を生じないのである
から（商標法３５条，特許法９８条１項１号），原告が被告から本件商標権を譲り
受ける旨の合意がなされたとしても，本件商標について原告を権利者とする商標権
移転登録がなされていない以上，商標権移転の効力は生じていないことは明らかで



ある。
　原被告の間の本件商標権を含む営業譲渡契約の内容については争いがあるが，前
記判示のとおり，平成１２年３月ころに被告から原告に本件商標権を譲渡する旨の
合意がなされ，その後原告が本件商標を使用して雑誌「産業と経済」の発行を継続
し，被告もこれに異議を述べていないことについては当事者間に争いがない。そう
すると，原被告間の本件商標権を含む営業譲渡契約は，少なくとも上記争いのない
趣旨の限度においては，有効なものとして存続していることになるから，原告は上
記契約に基づいて本件商標権の譲渡につき移転登録がされるまでの間これを使用す
ることの許諾を受けているものということができる（なお，被告は，平成１５年１
０月２日付けで本件営業譲渡契約を解除する旨の意思表示をしたと主張するが，仮
にかかる解除が有効であるとしても，本件審判請求の予告登録前３年以内に日本国
において本件商標が使用されていたとの前提認定を左右するものではない。）。
　したがって，本件審判請求予告登録前３年以内に日本国において本件商標の通常
使用権者がその指定商品について登録商標の使用をしていたことは明らかであり，
商標法５０条１項の規定により本件商標登録を取り消すべきではないとした審決の
判断に誤りはない。
　以上のとおり，原告の主張には理由がないので，原告の請求は棄却されるべきで
ある。

　　知的財産高等裁判所第４部

　　　　　　　　裁判長裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塚　　　原　　　朋　　　一

　　　　　　　　　　　裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　髙　　　野　　　輝　　　久

　　　　　　　　　　　裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐　　　藤　　　達　　　文
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